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１．調査目的 

  沖縄県内における産業廃棄物の発生及び処理・処分状況等の実態を把握し、廃棄物処理計画策

定のための基礎資料を得ることを目的とする。 

 

２．調査対象期間 

令和５年４月１日から令和６年３月 31 日までの１年間 

 

３．調査方法 

郵送によるアンケート調査結果及び多量排出事業者からの産業廃棄物処理計画実施状況報告

書に基づく推計(ただし、農業については資料調査) 

アンケート調査件数 4,181 件 

アンケート回収件数 1,137 件(回収率：28.5％) 

 

４．調査対象業種 

日本標準産業分類に基づく、大分類 19 業種(略称で表記)を対象 

①農業・林業 ②漁業 ③鉱業 ④建設業 ⑤製造業 ⑥電気・水道業 ⑦情報通信業 

⑧運輸・郵便業 ⑨卸・小売業 ⑩金融・保険業 ⑪不動産・物品賃貸業 

⑫専門・技術サービス業 ⑬宿泊・飲食サービス業 ⑭生活関連サービス業 

⑮教育・学習支援業 ⑯医療・福祉 ⑰複合サービス事業 ⑱サービス業 ⑲公務 

 

５．調査対象廃棄物 

廃棄物処理法及び同法施行令で定める産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物。また、法令上廃棄

物とならないもの、いわゆる有償物(排出事業者が何ら処理することなく、他人に有償で売却し

たもの、又は有償売却できるものを自ら利用したもの)も調査対象とした。 

 

特別管理産業廃棄物 

①廃油 ②廃酸 ③廃アルカリ ④感染性産業廃棄物 ⑤廃石綿等 ⑥特定有害産業廃棄物 

 

 

 

産業廃棄物 

①燃え殻 ②汚泥 ③廃油 ④廃酸 ⑤廃アルカリ ⑥廃プラスチック類 ⑦紙くず ⑧木くず 

⑨繊維くず ⑩動植物性残さ ⑪動物系固形不要物 ⑫ゴムくず ⑬金属くず ⑭ガラス・コンク

リート・陶磁器くず ⑮鉱さい ⑯がれき類 ⑰ばいじん ⑱動物のふん尿 ⑲動物の死体 

⑳以上の廃棄物を処分するために処理したもの 
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６．調査結果 

令和５年度に沖縄県内で発生した産業廃棄物の処理・処分状況は、以下のとおりである。 

なお、本文・図表中の千トン表示及び構成比(％)の数値は、トン単位で算出しているため、 

 四捨五入の関係で合計と個々の計が一致しない場合がある。 

（単位：千トン／年） 

項目＼区分 
令和５年度 

動物のふん尿を含む 動物のふん尿を除く 

発生量  3,123  1,865  

有償物量 128  128  

排出量 2,995  1,737  

 注）表中の数値は、四捨五入の関係で合計と個々の系が一致しない場合がある。 

 

（１） 発生状況 

  動物のふん尿を除く産業廃棄物等の発生量は 1,865 千トンとなっており、業種別、種類別、地

域別の発生状況については、次のとおりである。 

 

①業種別発生量 

● 上位３業種で発生量の 97.6％ 

電気・水道業が 825 千トン(44.2％)で最も多く、次

いで製造業が 616 千トン(33.0％)、建設業が 381 千ト

ン(20.4％)等となっており、これら３業種で発生量の

97.6％を占めている。 

 

 

 

 

②種類別発生量 

● 上位５種類で発生量の 85.7％ 

汚泥が 905 千トン(48.5％)で最も多く、次いで動植

物性残さが 266 千トン(14.3％)、がれき類が 256 千ト

ン(13.8％)、ばいじんが 86 千トン(4.6％) 、ｶﾞﾗｽ・

ｺﾝｸﾘｰﾄ・陶磁器くずが 85 千トン(4.5％)等となってお

り、これら５種類で排出量の 85.7％を占めている。 

 

 

 

電気・水道

業

825 

(44.2%)

製造業

616 

(33.0%)

建設業

381 

(20.4%)

卸・小売業

22 

(1.2%)

その他

21 

(1.1%)

発生量
1,865

千ｔ／年

注) 数値は四捨五入の関係で合計と個々の計が一致しない場合がある。

汚泥

905 

(48.5%)

動植物性

残さ

266 

(14.3%)

がれき類

256 

(13.8%)

ばいじん

86 

(4.6%)

ガラス・コン

クリート・陶

磁器くず

85 

(4.5%)

その他産

業廃棄物

60 

(3.2%)

その他

206 

(11.0%)

発生量
1,865

千ｔ／年

注) 数値は四捨五入の関係で合計と個々の計が一致しない場合がある。
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③地域別発生量 

発生量(1,865 千トン)を地域別にみると、中部地域

が 809 千トン(43.4％)で最も多く、次いで、那覇市域

が 519 千トン(27.8％)、北部地域が 232 千トン(12.4

％)、南部地域が 124 千トン(6.6％)、宮古地域が 133

千トン(7.1％)、八重山地域が 48 千トン(2.6％)の順

になっている。 

 

 

 

 

（２） 排出状況 

  動物のふん尿を除く産業廃棄物の排出量は 1,737 千トンとなっており、業種別、種類別、地域

別の排出状況については、次のとおりである。 

 

①業種別排出量 

● 上位３業種で排出量の 97.7％ 

電気・水道業が 821 千トン(47.3％)で最も多く、次

いで製造業が 495 千トン(28.5％)、建設業が 380 千

トン(21.9％)等となっており、これら３業種で排出量

の 97.7％を占めている。 

 

 

 

 

②種類別排出量 

● 上位５種類で排出量の 87.4％ 

汚泥が 901 千トン(51.9％)で最も多く、次いでがれ

き類が 256 千トン(14.7％)、動植物性残さが 189 千ト

ン(10.9％)、ばいじんが 86 千トン(5.0％) 、ｶﾞﾗｽ・

ｺﾝｸﾘｰﾄ・陶磁器くずが 85 千トン(4.9％)等となってお

り、これら５種類で排出量の 87.4％を占めている。 

 

 

 

中部地域

809 

(43.4%)

那覇市域

519 

(27.8%)

北部地域

232 

(12.4%)

南部地域

124 

(6.6%)

宮古地域

133 

(7.1%)

八重山

地域

48 

(2.6%)

発生量
1,865

千ｔ／年

注) 数値は四捨五入の関係で合計と個々の計が一致しない場合がある。

電気・水道

業

821 

(47.3%)

製造業

495 

(28.5%)

建設業

380 

(21.9%)

卸・小売業

21 

(1.2%)

その他

20 

(1.2%)

排出量
1,737

千ｔ／年

注) 数値は四捨五入の関係で合計と個々の計が一致しない場合がある。

汚泥

901 

(51.9%)

がれき類

256 

(14.7%)

動植物性

残さ

189 

(10.9%)

ばいじん

86 

(5.0%)

ガラス・コン

クリート・陶

磁器くず

85 

(4.9%)

その他

219 

(12.6%)

排出量
1,737

千ｔ／年

注) 数値は四捨五入の関係で合計と個々の計が一致しない場合がある。
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③地域別排出量注） 

排出量(1,737 千トン)を域別にみると、中部地域が

759 千トン(43.7％)で最も多く、次いで、那覇市域が

514千トン(29.6％)、北部地域が 231千トン(13.3％)、

南部地域が 120 千トン(6.9％)、宮古地域が 99 千トン

(5.7％)、八重山地域が 13 千トン(0.7％)の順となっ

ている。 

 

 

 

（３） 処理・処分状況（動物のふん尿を除く） 

  排出量 1,737 千トンの処理・処分状況をみると、脱水・焼却等の中間処理によって 812 千トン

(46.8％)が減量化され、824 千トン(47.5％)が土木・建設資材や肥料等に再生利用されており、

結果的に 98 千トン(5.6％)が最終処分されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発生・排出及び処理・処分状況の流れ図 

 

  

 

注）地域別の発生・排出状況について 

宮古地域及び八重山地域は、人口規模等が同程度の地域であるが、産業廃棄物の発生量は３倍程度の差がみられる。これ
は、食料品製造業（主に製糖工場から発生する動植物性残さ）の影響が大きいことによるものである。 

中部地域

759 

(43.7%)

那覇市域

514 

(29.6%)

北部地域

231 

(13.3%)

南部地域

120 

(6.9%)

宮古地域

99 

(5.7%)

八重山

地域

13 

(0.7%)

排出量
1,737

千ｔ／年

注) 数値は四捨五入の関係で合計と個々の計が一致しない場合がある。

発　生　量 有償物量 資源化量

1,864,705 128,093 952,582

〈 100.0% 〉 〈 6.9% 〉 〈 51.1% 〉

直接再生利用量 再生利用量

143,616 824,489

( 8.3% ) 〈 44.2% 〉

( 47.5% )

中間処理量 残　さ　量

1,537,661 725,583

( 88.5% ) ( 41.8% )

排　出　量

1,736,612 減量化量 中間処理後

<93.1%> 812,077 最終処分量

( 100.0% ) 〈 43.5% 〉 44,187

( 46.8% ) ( 2.5% )

直接最終処分量 524 最終処分量

53,704 97,891

( 3.1% ) その他量 〈 5.2% 〉

2,155 ( 5.6% )

1,631 〈 0.1% 〉

( 0.1% )

(単位：ｔ/年)

※１）〈　〉は発生量に対する割合、（　）は排出量に対する割合を示す。

※２）数値は四捨五入の関係で合計と個々の計が一致しない場合がある。

680,873
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①再生利用量 

● 上位４種類で再生利用量の 71.9％ 

がれき類が 230 千トン(27.9％)で最も多く、次い

で、動植物性残さが 161 千トン(19.5％)、汚泥が 129

千トン(15.6％)、ｶﾞﾗｽ･ｺﾝｸﾘｰﾄ･陶磁器くずが 73 千

トン(8.8％)等となっている。 

 

 

 

 

 

②減量化量 

● 上位２種類で減量化量の 97.0％ 

汚泥が 760 千トン(93.6％)で大部分を占めてお

り、次いで、動植物性残さが 28 千トン(3.4％)等と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

③最終処分量 

● 上位５種類で最終処分量の 78.8％ 

その他産業廃棄物が 30 千トン(31.1％)で最も多

く、次いで、ばいじんが 17 千トン(17.4％)、汚泥が

11 千トン（10.8％)、ｶﾞﾗｽ･ｺﾝｸﾘｰﾄ･陶磁器くずが 10

千トン(10.3％) 、がれき類が９千トン(9.2％)等と

なっている。 

 

 

 

がれき類

230 

(27.9%)

動植物性

残さ

161 

(19.5%)

汚泥

129 

(15.6%)

ｶﾞﾗｽ･ｺﾝｸ

ﾘｰﾄ･陶磁

器くず

73 

(8.8%)

ばいじん

69 

(8.4%)

金属くず

43 

(5.2%)

その他

120 

(14.5%)

再生利用量

824

千ｔ／年

注) 数値は四捨五入の関係で合計と個々の計が一致しない場合がある。

汚泥

760 

(93.6%)

動植物性

残さ

28 

(3.4%)

その他

24 

(3.0%)

減量化量

812

千ｔ／年

注) 数値は四捨五入の関係で合計と個々の計が一致しない場合がある。

その他産

業廃棄物

30 

(31.1%)

ばいじん

17 

(17.4%)
汚泥

11 

(10.8%)

ｶﾞﾗｽ･ｺﾝｸ

ﾘｰﾄ･陶磁

器くず

10 

(10.3%)

がれき類

9 

(9.2%)

その他

21 

(21.2%)

最終処分量

98

千ｔ／年

注) 数値は四捨五入の関係で合計と個々の計が一致しない場合がある。



 

 - 6 -

（４）前回調査との比較 

 処理・処分状況を前回調査(令和元年度)と比較すると、以下のとおりである。 

  前回調査(令和元年度)と比較すると、排出量が 105 千トン減少する中で、最終処分量は 28 千

トン増加している。 

再生利用量は 48.5％から 47.5％となり、1.0 ポイントの下降となっている。また、中間処理に

よる減量化量は 47.7％から 46.8％となり、0.9 ポイントの下降となっている。 

 

処理・処分状況の比較（動物のふん尿を除く） 

 

 

 

処理・処分状況の比較（動物のふん尿を除く） 

 

 

（単位：千t／年）

増減量 増減率（％）

1,826 (100.0%) 1,842 (100.0%) 1,737 (100.0%) △ 105 △ 5.7

910 (49.8%) 893 (48.5%) 824 (47.5%) △ 69 △ 7.7

853 (46.7%) 878 (47.7%) 812 (46.8%) △ 66 △ 7.5

61 (3.3%) 69 (3.8%) 98 (5.6%) 28 41.0

2 (0.1%) 1 (0.1%) 2 (0.1%) 1 95.0

注1) 数値は四捨五入の関係で合計と個々の計が一致しない場合がある。

　 2) 増減量、増減率は平成25年度と令和元年度との比較によるもの。

令和５年度項目 平成25年度 令和元年度

そ の 他 量

排 出 量

再 生 利 用 量

減 量 化 量

最 終 処 分 量
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産業廃棄物実態調査結果（要約） 

 

１．発生状況 

（１） 発生量 

      1,865 千トン 

 

（２） 業種別発生量 

電気・水道業  825 千トン(44.2％）、製造業 616 千トン(33.0％）、建設業 381 千

トン(20.4％）の上位３業種で発生量の 97.6％を占める。 

 

（３） 種類別発生量 

汚泥 905 千トン(48.5％）、動植物性残さ 266 千トン(14.3％）、がれき類 256 千

トン(13.8％）、ばいじん 86 千トン(4.6％）、ｶﾞﾗｽ･ｺﾝｸﾘｰﾄ･陶磁器くず 85 千トン(4.5

％)の上位５種類で発生量の 85.7％を占める。 

 

（４） 地域別発生量 

中部地域 809 千トン(43.4％)、那覇市域 519 千トン(27.8％)、北部地域  232 千ト

ン(12.4％)、南部地域 124 千トン(6.6％)、宮古地域 133 千トン (7.1％)、八重山地

域 48 千トン(2.6％)の順。 

 

２．排出状況 

（１） 排出量 

         1,737 千トン 

 

（２） 業種別排出量 

電気・水道業  821 千トン(47.3％)、製造業 495 千トン(28.5％)、建設業 380 千ト

ン(21.9％)の上位３業種で排出量の 97.7％を占める。 

 

（３） 種類別排出量 

汚泥 901 千トン(51.9％)、がれき類 256 千トン(14.7％)、動植物性残さ  189 千ト

ン(10.9％)、ばいじん 86 千トン(5.0％) 、ｶﾞﾗｽ･ｺﾝｸﾘｰﾄ･陶磁器くず 85 千トン(4.9

％)の上位５種類で排出量の 87.4％を占める。 

 

（４） 地域別排出量 

中部地域 759 千トン(43.7％)、那覇市域 514 千トン(29.6％)、北部地域  231 千ト

ン(13.3％)、南部地域 120 千トン(6.9％)、宮古地域 99 千トン(5.7％)、八重山地域 

13 千トン(0.7％)の順。 

 

３．処理・処分状況（動物のふん尿を除く） 

（１） 排出量 

         1,737 千トン 

（２） 再生利用量 

       824 千トンで、排出量の 47.5％ 

（３） 減量化量 

       812 千トンで、排出量の 46.8％ 

（４） 最終処分量 

       98 千トンで、排出量の 5.6％ 
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令和６年度 

沖縄県産業廃棄物実態調査報告書 

（令和５年度実績） 
 

                        

                        調査主体 ：沖縄県環境部 環境整備課 
                        
                        調査委託先：株式会社 沖縄環境地域コンサルタント 
                        
                              〒９０１－２１３２ 
                        
                              沖縄県浦添市伊祖 １－２２－３ ２Ｆ 
                        
                              ＴＥＬ （０９８）８７１－１１３５ 
                        
                              ＦＡＸ （０９８）８７１－１１３６ 
 
 
 

 


